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阪神大震災と沖縄の建物

山川哲雄＊

TheGreatHanshinEarthquakeDisasterandBuildingsinOkinawa

TetsuoYAMAKAwA卓

Abstract

Around5:４６ａ．ｍ．ｏｎｔｈｅｌ７ｔｈｏｆＪａｎｕａｒｙ，alargeearthquakemeasuring

７．２ontheRichterScalehitthewesternpartofJapanThehighestintensity

andmostseveredamageconcentratedinthesouthernHyogoPrefecture、The

earthquakeresultedin5,502casualties,34,626injuries,ａｎｄ159,544damaged

buildings・Moretban300,000peoplewenttotheemergencysheltersDamage

tolifelinefacilitiescausedinterruptionofgas，water，electricityandtele-

Communications・Allrailwayservicesstopped・Thedamagetobuildings，

lifelinefacilitiesandmajorinfrastructureshockedengineers，plannersand
thegeneralpublic・

ＴｈｅａｕｔｈｏｒｗｅｎｔｔｏＫｏｂｅＣｉｔｙｔｈｒｅｅｔｉｍｅｓｔｏobservebuildingsthatwere

designedforearthquakeresistanceandthatweredamagedorcollapsedduring

thisearthquake、ＴｈｅｒｅａｒｅａｆｅｗｓｅｒｌｏｕｓｐｒｏｂｌｅｍｓｉｎｂuildingsinOkinawa・

Ｔｈｅｙａｒｅａｓｅｉｓｍｉｃｌｏａｄｌｅｖｅｌｆｏｒｔｈｅseismicallydesignedbuildings，damage

duetochlorideattackonreinforcedconcretestructuresandpilotisinarchi‐
tecture

Aninvestigationofearthquakedamagedbuildingsorbuildingsthatsuffered

nodamageinKobeCityispresentedinthisreport、Ａｌｓｑｅｍｐｈａｓｉｓｉｓｍａｄｅ

ｏｎｗａｙｓｔｏｉｍｐｒovetheseismicdesignandconsideringdurabilityeffectsof

buildingｓｉｎＯｋｉｎａｗａ．

ＫｅｙＷｏｒｄｓ：GreatHanshinEarthquake，Hyogo

Damagedbuildings，Lifelinefacilities，

attack，Pilotis，Durability，Ductility．

Prefecture，ＫｏｂｅCity，

Seismicdesign，Cbloride

１．はじめに 死者の90％前後が建物の倒壊による圧死や酸欠死によ

るものと言われている．

建築樽造物の耐震設計法に関して，世界で最も進ん

だ国の１つであると自負してきたし，また世界も日本

をそのような国の１つであると見なしてきた．に６か

からわず，建物や高速道路の崩壊！そしてガス，水道，

電気，電飴などのライフラインの不通]その上大規模

地震観測史上初の震度階７の激震が1995年１月１７日

午前５時46分，兵庫県南部一帯を都市直下型地震とし

て襲ったその結果，この大地震による死者は5,502

人にも達し，家屋等の倒壊,焼失数は約16万棟に達し，

1923年の関東大震災以来最悪の震災となった．しかも，

受理：1995年５月12日

＊工学部環境建設工学科Dept，ofCivilEngineering＆Architecture，ＦａｃｏｆＥｎｇ．
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負傷者数：34,626人

家屋全半壊：159,544棟（焼失も含む）

火災数：531件

瓦礫の推量：1,100万トン

電気：約100万戸停電（約１週間で全面復旧）

電話：約19万3,000回線不通（約２週間で

100,000回線復旧，残りは家屋倒壊で

早期復旧困難）

水道：約122万戸が断水（約１ケ月半で全面

復旧）

ガス：約85万7,000戸ガス供給停止（全面復

旧未定）

被害総額：約９兆9,630億円

過去の主な地震に関して理科年表（1995)②から整

理した結果を表－１に示す．今回の阪神大震災は表一

１に示した日本における過去の主な地震と比較しても，

かなりの被害をもたらした大地震であることがわかる．

地震の規模を表すマグニチュードＭ（地震によって放

出されるエネルギー量を，その対数によって表したも

の）が7.2とそれほど大きくないにもかかわらず，被

害が大きかったことは直下型地震に加え，人口150万

人の大都市神戸を直撃したからである．ちなみに，今

回7.2の地震は7.9の関東大震災や十勝沖地震に対して，

放出エネルギーが約1/5に相当する．この地震による

な火災に見舞われ，人口150万人の大都市神戸の都市

機能が一瞬のうちに壊滅的な打撃を受けたことは，鉄

筋コンクリート構造学や耐震設計工学の研究にたずさ

わるものの１人として大変シヨックなことであった

と同時にこの事実を謙虚に受けとめ，研究と教育の現

場で地道に，よりいっそうの努力を払わなければなら

ないと考えている

そういうわけで，著者自身震災後の神戸や西宮に３

回程足を踏み入れ，被災した建物をこの目にしっかり

と焼き付けるべく，地震被害調査を行ってきた．これ

らの被災を教訓に沖縄の現状を考えた場合ﾛ沖縄の建

物にも憂慮すべき点があるように思えるので，阪神大

震災による建築物の被害調査結果とともに！この機会

を利用してこれらの問題点と今後の対策等を著者なり

に整理し，まとめることにした．

2．地震と地震被害概要

阪神大震災による被害状況の概要は，ほぼ次のとお

りである．なお，これらの資料は死者数（朝日新聞

4.17）を除いて朝日新聞，及び沖縄タイムスの新聞の

報道（いずれも1995年２月17日付）と文献I〕から作成

したものであり，今後若干変動する可能性がある．

死者数：5,502人（そのほかに行方不明者２人）

表－１日本の過去の主な地震とその被害PＩ

地震名

八重山地震

津波

喜界島近海

地震

関東大地震

24.0.

124.3.

28.0.

130.0.

35.1.

139.5.

36.2.

136.2。

３８．４．

１３９．２．

40.7.

143.6。

33.1.

131.3.

38.2.

142.2゜

34.6.

135.0.

Ｎ
Ｅ
Ｎ
Ｅ
Ｎ
Ｅ
Ｎ
Ｅ
Ｎ
Ｅ
Ｎ
Ｅ
Ｎ
Ｅ
Ｎ
Ｅ
Ｎ
Ｅ

約12,0001７７１．４．２４ ７．４

42219116.15 8.0 1２

全半壊約254,000

焼失約447,000
約142,0001923.9.1 ７．９

福井地震

新潟地震

1948-6.28 3,769 510851７．１

1964.6.16 8,600７．５ 2６

十勝沖地震

大分県中部

地震

宮城県沖地震

兵庫県南部

地震

1968.5.16 7.9 5２ 3,677

1975.4.21 06.4 151

1978.6.12 ７．４ 2８ 6,757

1995.1.17 ７．２ 151,5445,502
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被害がきわめて大きかったので，新聞やテレビなどに

よるマスコミ報道では，兵庫県南部地震による被害を

阪神大震災という名前で呼んでいる兵庫県南部地震

の震源と各地の震度階（通常震度と呼んでいるが，正

式には震度階である③）は，図－１に示すとおりであ

る．日本気象庁による震度階（1949年制定）はⅢ理科

年表によれば表－２に示すとおりである．震度階７

(激震）の範囲は，当初の見解より広がり，気象庁は

兵庫県南部地震の発生から約３週間たった２月７日，

被災地域の現地調査の結果として，図－２に示す帯状

の地域を震度階７と判定した''１．この震度階７はわが

国の地震観測史上，初めて認定されたことになる．

震央（地震の震源の真上の地表面上の点）の北東約

15kｍの洪積地盤上の，神戸海洋気象台における観測

記録の加速度波形と，それを用いた加速度応答スペク

トルを図－３に示すG“)．これによれば，上下動の最

大値が332.2gal（cm/s/s）でありⅢ上下動は主要動で

ある水平動より１～２秒早く到達している．その後に，

水平動が南北（ＮＳ）方向に最大で817.8gal，そして

東西（ＥＷ）方向に最大で617.1galの加速度として記

録されている．この加速度記録は，今回の地震で観測

された加速度波形の中で最大級のものである．これら

の地震動の主要な継続時間は約10秒程度であり，上下

動と水平動がその間に重なり合っている．すなわち，

このことは上下方向の地震力と水平方向の地震力を，

構造物が同時に受けたことを意味する．図－３に示し

た加速度応答スペクトルは減衰定数h＝５％のもとで

計算した値であるが,0.4秒前後の１次固有周期を有

する構造物であれば，応答加速度が南北成分で約30000

galにもなることを意味している．すなわちⅢ入力地

震波（ＮＳ成分）817.8galが約４倍程度に増幅きれ，

図－１兵庫県南部地震の震源地と各地の震度卿
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表－２日本気象庁震度階（1949)脚 3．建築物等の被害と無被害

気象庁震度階級

3．１建築物等の被害（写真－１～26参照）

苧雇蕊厚:蒜::砺禧雨 1995年１月17日に起きた阪神大震災後，１月２６日～

28日，２月10日～12日および３月19日の３回にわたり，

著者が被災地を見てまわった印象は次の通りである．

建築構造物においては鉄筋コンクリート櫛造（ＲＣ

造)，鉄骨鉄筋コンクリート構造（SRC造)，鉄骨櫛造

(Ｓ造）及び木質構造を問わず，崩壊や損傷が著しい建

物は１階がピロティ（吹き放し空間）であるとか，店

舗やショウウィンドーなど１階が壁なしで広くとられ

た空間を有する建物に多い．いわゆるソフトストリー

タイプの建物である．このように水平剛性が１階と２

階以上の上層階との間で著しく異なると，水平剛性の

弱い１階に水平変位が集中して崩壊に至ることがある．

このような建物の崩壊を避けるために，1981年施行さ

れた新耐震設計法では剛性率や偏心率の規定を新たに

設けた．すなわち，建物には立面的にも，また平面的

にもバランス良〈設計することを要求されるようになっ

た．どうしても設計上これらの規定が守られなければ，

保有耐力の検討が課せられ，しかも当該建物に必要と

される保有耐力を水平剛性のアンバランスさに応じて

割り増すことになった．しかし，1981年以前はこのよ

うな規定がなかったために，このような建物ではその

多くが崩壊から小破に至るまで，なんらかの被害を受

けたものと推定される．本報告に掲載した写真もこの

ことを裏づけている．また，ＲＣ柱のせん断破壊や曲

げ破壊はいたる所で数多く見られ，さらに柱梁接合部

の破壊なども見られた．

今回の被災の特色として建物中間階の層崩壊が目立

つ．このような崩壊は外国で被災例として観察されて

いるが，日本では今回が初めてのケースだと言われて

いるこのような中間階の層崩壊の原因として，いく

つかの要因があげられている．

１）水平動のみならず上下動も直下型地震として同

時に作用し，かつ大きかったので柱軸方向力の変

動とこれに伴う水平強度（曲げやせん断強度）の

変化

２）ＳＲＣ構造物などで上層階でＲＣ櫛造に移行した

ことによる強度や剛性の急変

３）新耐震設計法以前では，設計用地震力の建物高

ざ方向の分布が適切でないため

４）高次振動モードによる応答の増大

,｜鶴瀧醗縦鱗趨蝋賢二

軽震大ぜいの人に感ずる程度のもの

で，戸障子がわずかに動くのがわかる

程度の地璽
Ⅲ

弱震．家屋がゆれ，戸障子がガタガタ

と鴎動し，遜灯のような吊り下げ物は

相当ゆれ，器内の水而の動くのがわか

る程度の地震．

中麓．家屋の動揺が激しく，すわりの

悪い花びんなどは倒れ，器内の水はあ

ふれ出る．また，歩いている人にも感

じられ，多くの人々は戸外に飛び出す

程度の地鍵

強震．壁に割れ目が入り，墓石・石ど

うろうが倒れたり，煙突・石垣などが

砿楓する程度の地震．

1Ｖ

Ｖ

烈震．家屋の倒域は30％以下で､山く

ずれが起き，地割れを生じ，多くの人

人が立っていることができない程度の

地2厘

激震．家屋の倒壊が30％以上に及叺

山くずれ.地割れ.断掴などを生じる．

Ⅵ

Ⅶ

樹造物重量の約３倍の力が水平力として南北方向に働

くことになる．もっとも，コンクリートのひび割れや

鋼材の降伏などによる履歴減衰の増加や，復元力特性

などの影瀞により実際の応答加速度はもっと小さくな

る．しかし，かなりの水平力や上下力が地震力として

櫛進物に作用したことは，図－３に示した加速度応答

スペクトルから容易に想像できるこの場合の地震力

は，1981年に施行された新耐震設計法で想定していた

大地震時の加速度を大幅に上まわるものであると考え

られる（表－４参照)圃．なお，最近では地震動の強さ

を速度応答スペクトル（単位：ｃ､/sまたはkine（カ

イン)）で表現することが多くなってきた(3)．
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鉄骨構造（Ｓ造）では写真－９にもあるように，外

壁の仕上げ材が建物の変形に追随できず剥離，剥落し

たケースも数多く観察された．そのほかに接合部の溶

接不良，局部座屈，柱梁接合部パネルのせん断変形や

プレースの破断，座屈等も数多く見られ，日本建築学

会の地震災害調査ＷＧによる初動調査（１月26日）で

は中破以上の被害を受けたＳ造は600棟を越えている⑥、

一方，今回の地震では，これまで予想もしなかった

破壊例が観察されている．１つは著者自身も偶然見つ

けたものであるが,ＲＣ造における主筋（鉄筋）圧接

部の引張破断である（写真-13参照)．鉄筋と鉄筋を

圧接（両者の鉄筋に圧力をかけながら突き合わせ溶接

で接合する方法）で接合する場合，圧接部から破断せ

ず，母材から先に破断することが求められている．そ

うでないと母材の力学的性能が発揮されないことにな

るからである．

残りの１つは，新聞などにも大きく取り上げられた

が，超高層集合住宅における剛接トラス構造に用いら

れた箱形断面柱（□-500x500x50mm）の脆性破断

である．なんと板厚50ｍｍの箱形鋼管が横一文字に破

断している．鉄骨は元々粘りのある建築材料として広

く用いられてきただけに，この現象は今後徹底的に調

査しⅢ究明されなければならない問題と言えよう．

今回の地震による建築物の被害のうち，その大半を

占めるのが木造住宅である．特に，屋根の重たい古い

タイプの住宅（神社や寺を含む）や’１階がピロテイ

など壁の少ない木造住宅は軒並みに被害を受けている

(写真－１５，１６参照)．しかしながら，耐震設計された

軽くて新しい工業化住宅（プレハブなど）の被害はき

わめて少なかった．

以上の外に，コンクリートブロック塀や無補強赤煉

瓦塀の被害（写真－２０，２１参照）も目についた．屋上

の高架水槽タンクや煙突の被害もあった（写真-22参

照)．神戸ポートアイランドなどの人工島や港では地

盤沈下が目立ち（写真－２４，２５参照)，写真-26に見

られるごとく，杭の露出も容易に観察された．

上記の中でも1）の壁式ＲＣ造建物はⅢ地震によるひ

び割れを１つも見つけることができないくらい健全で

あった（写真－２７，２８，２９参照)．建物を支える地盤

が破壊や液状化現象を起こさない限り，どんな地震に

も耐えられるという強い印象を持った．この種の建物

は強度抵抗型の代表的例である．建築物の設計用１次

固有周期は，建築省告示第1793号によってＲＣ造の場

合略算的にＴ＝ｑＯ２Ｈ（秒）で与えられる脚．ただし，

Ｈはｍの単位で用いる当該建築物の高さである．日本

建築学会から発行された壁式鉄筋コンクリート造設計

規準・同解説（1983）（４次改訂版，初版は1952年１１

月)００によれば，壁式構造は地上階数が５以下とし，

軒の高さは16ｍ以下と制限されている．さらに壁量

(水平地震力方向の耐力壁の水平長さの合計（c､）を

その階の床面積（㎡）で除した値）が４階建ての１階，

及び５階建ての１，２階では15cm/㎡以上なければな

らないと規定されている．一方，文齪，によれば耐力

壁のせん断ひび割れ強度はコンクリート設計基準強度

Fc＝214kgf/㎡以下の場合,0.05Fcとなっている．し

たがって，写真-29の壁式RC造集合住宅のコンクリー

ト強度を180kgf/cnfとすれば，ひび割れ強度（せん断

応力）は９ｋｇf/㎡となる．一方，本建物は４階建てで

あるから軒高さを１２，，１階の壁量を15cm/㎡，壁厚

を18cmと仮定する．また，建物の重量を1.2ton/㎡と

仮定する．本建物の１次固有周期は0.24秒となり，図一

４に示した応答加速度スペクトル図から最大見積もっ

て，ＮＳ成分で約1500galとなる．したがって，１階の

耐力壁に生じる地震時のせん断応力は地動加速度を

800galと仮定すれば,1200kg/㎡ｘ４層×{（1.5＋0.8）

/2ｙ(l5x18)＝20.4kgf/６㎡となる．この20.4kgfﾉﾋｶﾞは，

せん断ひび割れ強度を大幅に超えているにもかかわ

らずⅢせん断ひび割れは発見されなかった．この事実

は著者自身の調査結果のみならず]他の調査結果⑬)も

同様な結論を得ている．以上のことから，耐力壁に生

じる地震時のせん断応力は，せいぜい大きくても１０

kgf/clTf程度以下ではないかと推定される．この理由

として，壁量が実際の建物では設計規準値（15cm/㎡）

以上配置されていたことも考えられる．その外に，壁

式RC造建物は一般に水平剛性がラーメン構造よりか

なり高くなるので，ロッキングやスウェイ動等，建物

と地盤との相互作用の影響が無視できなくなる．その

ために，実際の応答は建物の剛性と内部粘性減衰や履

歴減衰で決まるのではなくⅢ建物と地盤の相互作用バ

ネ（ロヅキングとスウェイ）と，地下逸散減衰に依存

３．２無被害な建築物等（写真-27～32参照）

無被害又はきわめて軽微な被害しか受けなかった建

築物に，次のような建物があげられる．

１）壁式ＲＣ造建物

２）高さが60ｍを越える高層ピル（Ｓ造）

３）工業化住宅
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するのではないかと思われる．その結果応答加速度が

小さくなり，地震時の存在せん断応力も小きくなると

いう説明も可能であるが，今後さらに究明すべき課題

である．

高さが60ｍを越える高層ビルは各建物ごとに動的解

析が義務づけられ，入念な耐震設計がなされている．

また，工業化住宅も量産を前提としているので’入念

な耐震設計が施されている．以上のことからⅢこれら

も建物はともに無被害か，あってもガラス窓が２～３

枚破損する程度（写真-30参照）の，きわめて軽微な

被害にとどまったものと考えられる．

に値する．その後，1950年にこの市街地建築物法にか

わって，新たに建築基準法が制定された．この建築基

準法では設計用地震力が２倍に引き上げられたが，同

時に材料の許容応力度も約２倍に引き上げられたので，

耐震設計法に関する基本的な考えにあまり変化は見ら

れなかった．そして，1964年に建物の高さ制限（45ｍ

以下）が撤廃され，軒高45ｍ以上のいわゆる超高層ビ

ルの建設が可能となった．その第１号が1968年に竣工

した36階建てで軒高147ｍの霞ヶ関ビルである．この

表－３新耐震設計法（1981）の目標②）

建築物に許容きれる地震応答

弾性変形・過大な変形の制限

塑性変形も可・崩壊しないこと
4．わが国の耐震設計法について

日本の耐震設計法は1924年（大正13年）に改正され

た市街地建築物法に始まったと言われている⑨、その

前年に関東大震災が発生し’建築物に多大な被害をも

たらした（表－１参照)．これを契機に世界に先駆け

て設計用地震力が導入され，建物の重量の10％を水平

力として，鉛直荷重（建物の自重と積載荷重）ととも

に設計に考慮することが求められた．この耐震設計法

は当時としてはまさに画期的なものであり，我が国に

おける耐震設計の基本的な考え方となり，現在に至っ

ているまたこれは,世界最初の耐震設計法規でもあ

り，各国がこれにならって法規化してきたことは特筆

建築物の構造’一次設計
種別及び高きＩ（許容応力度１

表－４震度階と加速度に関する目安②）

一一一

Gal（ｶﾛ速度）

0.8～２．５

2.5～8.0

8.0～2５

２５～8０

８０～250

250～400

400以上

震度階

１.微震

ｎ.軽震

ＩＩＬ弱震

1Ｖ・中震

Ｖ・強震

ＶＬ烈震

VIL激震

(許蕊魏鰻勵） 二次設計
(地震に対する安全性の確誕）

（１）
木造その他
建設大臣が
題めるもの

篦蕊鰡臨
力度に関する
確題

Ｅ
Ｎ
Ｄ

l鯛(1)鍬で薇
さが31ｍ以
下のものＴ

Ａ
Ｒ
Ｔ

11灘lＬ高馳,ｍ
を超え,60ｍ
以下のもの

高さ(;115.ｍ
を超えるも
の 掴

建股大臣が認め
る方法によって
構造計算

◆0

図－４新耐震設計法（1981）に基づく構造計算のフロー回〕
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1968年は表－１に示すとおり，十勝沖地震が発生し，

鉄筋コンクリート造建築物が多大の被害を受けた年で

もあった．なかでも，ＲＣ柱のもろいせん断破壊が注

目された．このことにより11971年建築基準法が－部

改正され,ＲＣ柱のもろいせん断破壊を防止するため，

柱のせん断補強筋が従来のﾎﾞﾋβ００mmピッチから100mmピッ

チに強化された．このようにして世界でも有数な地震

多発国である我が国において，超高層ビルがますます

建設されるとともに，超高層ビル以上に安全度を要求

される原子力発電所建屋も多数建設されてきた．これ

らの耐震設計を通して得られたノウハウを一般建物に

も応用することを目的に,1972年建設省を中心に耐震

総合プロジェクトが発足し，1981年の新耐震設計法と

いう建築基準法の大幅な改正に至ることになるこの

新耐震設計法の特色は中小地震を対象にした１次設計，

大地震を対象にした２次設計の２段階方式である.表一

３に新耐震設計法（1981）の目標を，そして表－４に

震度階と加速度の関係に関して。大方の目安をそれぞ

れ整理して示す(21),１次設計は従来の許容応力度設計

法と大差ないが，設計用地震力の算定がきめ細かにな

り，地震時の応答を，よりリアルに設計に反映したも

のになっている．このようにして，１次設計で求めた

断面が大地震時でも安全かどうかを２次設計で確認す

るとともに]新たに変形制限（層間変形角が1/200以

下など）や構造制限（剛性率や偏心率）なども設けら

れた．特に変形制限を満足しない場合は，構造設計を

再度やり直さなければならないし，また構造制限を満

たさないと，建物の必要保有水平耐力を割り増営なけ

ればならないと言うペナルティも新たに課せられた．

そして，なによりも建物に靭性！すなわち粘りを持た

せることが特に強調されるようになった．新耐震設計

法（1981）に基づいた構造計算のフローを図－４に示

す(瓢)．

以上のことより，1971年と1981年は建築基準法がよ

りベターな耐震設計を目指して各々改正きれた年であ

る．なかでも1981年は建築基準法が大幅に改正きれ，

國安全度Ａ：通常の使用が可能な「立ち入り可能」

錫安全度Ｂ：部分的に使用が制限される「立ち入り注意」

■安全度Ｃ：被災直後からの「立ち入り禁止」
３件｡」斗

2件
］囮

（

（

1971年以前（54件）1972～80年（22件）1981年以降（68件）

図－５㈱大林組が施工したＲＣ造建築物の被害状況（建設通信新聞2.9）

国安全度Ａ：通常の使用が可能な「立ち入り可能」

膠安全度Ｂ：部分的に使用が制限される「立ち入り注意」
■安全度Ｃ：被災直後からの「立ち入り禁止」

１件

髭
1971年以前（４件）1972～80年（６件）1981年以降（36件）

図－６㈱大林組が施工したＳ造建築物の被害状況（建設通信新聞2.9）
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ｚＭＨ鶴月
(844件、100％）

8.0％

7８

函1970年10月以前
■1981年６月以降

5.9％

その後も新耐震設計法が施行きれる1981年までは本

土の半分であった．この背景には沖縄が1972年半ばま

でアメリカの施政権下にあったこと，そしてアメリカ

の基準においても，沖縄はアメリカで最も厳しい地震

多発地域のカリフォルニアと同じ地域に指定されてい

る（沖縄タイムス２月16日朝刊：金城孝雄）ことがあ

げられる．そのカリフォルニアの基準でも設計用地震

力は，日本の約半分といわれている．このことについ

ては文献＃qにも記されているとおりである．以上のよ

うな背景があったので，1981年新耐震設計法が施行さ

れたとき，沖縄県のみが地域係数に0.7が設定され，

幸か不幸か日本で最も小さい設計用地震力を採用する

ことになった．しかし，それで61981年以前は東京を

基準にすれば，地域係数が沖縄は0.5に相当するので，

20％も設計用地震力が引き上げられることになる．こ

のことは逆に，1981年に新耐震設計法が施行される以

前の沖縄では，設計用地震力がいかに小さかったかを

物語っている．

新耐震設計法で沖縄県は一律に地域係数が0.7になっ

たが，それでも関東，関西よりも地震力が30％低いこ

とになる．しかも,奄美大島以南の与論島までの地域

係数は関東，関西と同じ1.0である（図－８参照)．そ

のうえ，台湾近海も地震多発地域であることも考える

と，沖縄県は地震多発地域の奄美大島と台湾でサンド

(a）倒壊（崩壊）（b）大破

（.）中破に）小破

図－７㈱竹中工務店が施工した建物（ＲＱＳＲＣ，
Ｓ造）の被害状況｡’

新耐震設計法に移行した記念すぺき年でもある．この

ような観点から，阪神大震災による建築物の被災に関

するまとめが，関西に基盤をおく大手ゼネコン（建設

会社）の２社（㈱竹中工務店と㈱大林組）から，それ

ぞれ個別に発表されている．これらのデータは各々の

ゼネコンが施工，又は設計・施工した建物に関してⅢ

被災の状況をとりまとめたものである．ここではこれ

らを整理して図－５～７に示す．これらの図は，全て

1971年，1981年を境界に区分されているこれらの図

より，1981年に施行された新耐震設計法は建築物の安

全に十分寄与していることがわかる．このように建築

基準法が改正きれるたびに，日本の耐震設計技術も着

実に進歩していることが，これらの図から読みとれる

ただし，新耐震設計法で設計しても大破した数少ない

建物に関しては，今後その原因を十分に究明する必要

がある．

ｑロ0G$。

5．沖縄の建築物の現状，問題点と今後の対策

亜熱帯の島襖地域に位置し，温度も湿度も高く，し

かも行政地域も広範囲に点在している沖縄県の建築物

について脚，その現状と問題点，そして今後の対策を

述べることにする．その中でⅢ特筆すべきは1）設計

用地震力，２）塩害そして3）沖縄県の建築物でその９０

％前後を占める鉄筋コンクリート（ＲＣ)造建物である．

設計用地震力は沖縄が日本に復帰した1972年以前も， 図－８新耐震設計法(1981）における地震地域係錘。
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イッチきれていることになる．琉球新報（2.1夕刊）

の報道記事によれば，図－９に示すように1960年以降

1995年１月27日現在までに,沖縄，奄美，台湾一帯の

海域でマグニチュード（Ｍ）６以上の地震が67回も発

生している．さらに，琉球大学理学部の木村博士によ

ると，近い将来沖縄でもＭ＝７以上の地震が発生する

らしい（図-10参照)．沖縄は本島以外に離島も多く，

その行政地域は広範囲に点在しており（図-11参照)，

地震活動も異なる凶~㈲．このようなことより，文辨に

は沖縄県内でも地域によって異なった地域係数を採用

しⅢ沖縄本島ではその地係数を0.7から0.5に減らすぺ

きことが結論として述べられている．前者に関しては，

著者も全く同感であるが，後者に関しては同意できな

い．後者の根拠として，文辮は沖縄本島では地震に

よる最大加速度の再現期待値が小さいことを指摘して

いる．これらの地域係数は統計上繰り返し発生する地

震を前提としているので，500年から1000年に一回起

こるか起こらないかわからないような直下型地震など

は，この地域係数に反映されにくい傾向にある．した

がって，直下型地震のように（今回の阪神大震災も直

下型地震によって引き起こされ]しかも建物に想定以

上の地震力が作用した)，どこでいつ起こるかわから

ない大地震に対しても，建物は安全でなくてはいけな

いということで，地域係数の最小値が定められている．

ちなみに，本土で地域係数が0.8と最も小さい福岡，

佐賀，長崎などにおける地震活動と，沖縄本島のそれ

を比較することも沖縄の地域係数の妥当性を検討する

上で重要なことではないかと思われる．このようなこ

とも含め，さらに沖縄の地震活動度などを詳細に検討

した上で，著者自身としては沖縄県の地域係数（0.7）

を！少なくとも福岡県や佐賀県並み（0.8）に引き上

げ！かつ県内でも地震活動度が高いといわれる先島地

方はさらに地域係数を引き上げる必要があると考えて

いる．

地域係数を少々引き上げたからといってもⅢそのこ

とが建物の建設全コストに占める割合は微小なもので

あろう．文献徴を引用すれば，設計用地震力を多少大

きくとったとしても，耐震コスト（鉛直荷重や積載荷

重などの長期荷重による構造コストは除く）が建物の

全コストを押し上げるアップ率はきわめて小さく，高々

数％以下ではないかと考えられる．ただ，従来の建物

との整合性が，増築や改築の場合とれなくなる恐れが

でてくるが，後述する耐震補強で補うほかはない．建

物の寿命中くるか，こないかわからない大地震に対し

てⅢ多額のお金を投資し，ひび割れ１つもはいらない

建物をつくることはあまりにも不経済である．万一，

大地震に見舞われて建物が損傷し，大きく変形しても

最後まで鉛直荷重を支え，人の命だけは守るりうろ，

粘りのある建物をつくることが重要である．これはま

た新耐震設計法の基本的戦略でもある．あるいは，前

1960年から95年１月27日現在までに沖縄，奄

美，台湾一帯で発生したＭ＝６以上の震源分

布（琉球新報2.1）

図－９
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図--１０木村博士による現在推定きれる地震の空白域

（南海日日新聞1.19）
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つＩ

図－１１沖縄県の行政区城閣’

述したように壁式RC造建築物か，最近建設省建築研壊に関係している００．不動態皮膜が塩分により破壊ざ

究所を中心に技術開発された壁式補強組積造とも言うれろと，そこに水と酸素が供給ざれ腐食反応が始まる

べきＲＭ造建築物であれば，経済的に大地震時でもひことになる岡．したがって，鉄筋コンクリートに塩分

ぴ割れが１つもはいらない建物をつくることが可能で１よ禁物である．その当時の沖縄では，このことが関係

あろう，ただし，この場合でも，これらの壁式ＲＣ造者の間に十分認識きれていなかったものと思われる．

やＲＭ造建築物を支える地盤の破壊や液化現象が，生上記のデータに，沖縄県の本島内の公社住宅と県営住

じないことが前提となる．なお，ＲＭ造建築物とは高宅の建設戸数を重ね合わせてⅢ図-13に示すCO，これ

品質のコンクリートブロックやセラミックブロックをらの集合住宅はすべて賃貸住宅である．図－１３より，

打ち込み型枠ブロックとして用い，補強筋を配筋した建設省から塩分規制の通達がだされた1977年を契機に，

上でコンクリートを充填し，かつ臥梁を必要としない沖縄県でも生コンエ場で用いる細骨材の塩分含有量が

壁式の鉄筋コンクリート補強組積造のことである．急激に減少している沖縄では県レベルでの賃貸集合

２番目に沖縄にはＲＣ造建築物の塩害に関する問題住宅の建設が1967年から始まっているこれらの総戸

が存在する，沖縄県建設技術センターが公表した調査数は，沖縄県本島のみで1992年までに14,358戸にのぼっ

データによれば，沖縄の総ての生コン工場で塩分規制ている．塩分が多く含まれていると推定される1967年

が守られるようになったのは1983年以降であると推定から1977年までの建設戸数は5,002戸であり，それは

される（図-12参照)噸．特に1970年前後から1977年１４Ⅲ358戸の35％に相当する．このことから，沖縄の

頃まで，すなわち沖縄が日本に復帰する1972年前後かＲＣ造建築物の少なくとも20％前後は，海砂の利用に

ら，建設省による細骨材に対する塩分規制の通達脚が よる塩分が含まれている可能性が高いと思われるし

だされる1977年頃までは，海砂（海底砂）が十分洗浄たがって，我々のＲＣ造公営集合住宅の塩害による損

されることなくそのまま利用きれ，高濃度の塩分が含傷調査結果例からもわかるように，沖縄では塩害によ

まれている可能性が高い．塩分は腐食反応に直接関与ろＲＯ造建築物の損傷が，今後ますます顕在化して<

するわけではなく，アルカリ性のコンクリートのなかる恐れが十分予想される．しかもその当時は設計用地

で不動態皮膜で包まれた鉄筋に対して，その皮膜の砿震力も本土の半分であり，そのため柱の断面は一般に



琉球大学工学部紀要第50号，1995年 8１

釦
却
旧
０

工
場
数

これらの塩害によるＲＣ造建築物の損傷はかぶりコン

クリートの剥離，剥落現象を伴うので，耐震以前の日

常安全性の確保がまずなされなければならないその

ために，塩害により損傷を受けたＲＣ造建築物に対し

て，建て替えも含めた適切な補修及び耐震補強工事も

早急に検討すべき沖縄の課題である．

３番目に沖縄における建築物としてＲＣ造建築物が

９０％前後を占め，かつピロテイを有する建物がきわめ

て多い（写真-34参照)．亜熱帯島襖地域に位置する

沖縄では，暑さと湿気を少しでも緩和するため風通し

の良い住宅が求められる．さらに，沖縄では土地が狭

い上に車社会ゆえに，駐車場を確保する必要がある．

以上の理由に加えて，先述したように沖縄では設計用

地震力が日本で最も小さいことが。ピロテイの普及を

容易にしたのではないかと考えられるしかしⅢ今回

の阪神大震災でも見られるように，ピロテイを有する

建物の多くは例外なく，大なり小なりなんらかの損傷

を受けている．この被災事実を強く認識すべきである

と考える．

次に沖縄の建築物の特色として’渇水対策のため屋

根の上には大きな質量を持った水槽が設置されている

(写真-36参照)．しかもその水槽が今回の阪神大震災

で大きな被害を受けた高速道路のように，１本柱で支

えられているこれは力学的には片持ち梁と同様に静

定構造であるのでⅢこの支柱が曲げ破壊またはせん断

破壊するとすぐに不安定構造になり，危険である．そ

のほか，設計用地震力が小さいからか，沖縄では跳ね

出しスラブや片持ち梁で，その跳ね出し長さが比較的

大きいものが見られる（写真-33参照)．このたぐい

の建築物は上下地震動に対して弱いし，かつ跳ね出し

部分が静定構造に相当するので安全性に余裕のない建

築物と言える．

以上の建築物に対する今後の対策として，ピロティ

に関しては鋼板やＦＲＰ（新素材）で柱の柱頭，柱脚

を局部補強する．そうすれば，大きな応力を受ける部

分のコンクリートが横拘束され，強度の上昇と粘りが

期待できる．又は，ピロテイを一部閉鎖することにな

るが，ブロック壁や耐震壁を新設する．あるいは鉄骨

プレース（筋かい）の新設，そして上記の局部補強と

の組み合わせも考えられる．要するにロピロティ部分

の靭性，強度，剛性の確保が重要であるなかでも靭

性の確保が最も重要である．高架水槽に関しては，支

柱全部の鋼板による耐震補強か！または支柱脚部の鋼

板による局部補強が最も簡単で有効であると思われる.
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写真－１１階（ピロテイ）と２階部分が層崩壊した

ＲＣ造８階建て集合住宅

写真－４写真－３の１階（ピロテイ）

柱のせん断破壊

電
一一飲翠弓

蕊

写真－２写真－１における１階柱のせん断破壊 写真－５写真－３の梁のせん断破壊

蓑ii露SmIiii1

i雛ii麺

写真-３ ＲＣ造７階建て集合住宅の被害状況 写真－６ 新耐震設計法（1981）による８階建て

ＲＣ造集合住宅１階（ピロテイ）の層崩壊
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写真－６の１階（ピロテイ）柱の曲げ破壊写真－７

写真－１０柱の座屈やプレースの破断に

より傾いたＳ造５階建てビル

議
鑿
・
》

iii写真－８ 写真－６の曲げ破壊した１ 階柱の配筋状況

△、卜

河

' 写真－１１ 柱やプレースの座屈により傾いたＳ造５階

建て倉庫

写真－９外壁が剥離，剥落したＳ造５階

建て集合住宅

写真－１２軽量Ｓ造２階建て住宅の１階（ピロテイ）

柱の大変形
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写真－１３主筋圧接部の破断 写真－１６店舗付木造住宅の層崩壊

liiiiiiilliliiiliil1iliii1'１
写真－１４古い２階建て木造住宅の崩壊 写真－１７２階建て木造住宅の崩壊
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写真－１８古い２階建て木造住宅の崩壊写真－１５２階建て木造住宅の層崩壊
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写真－１９崩壊した神社と健全な工業化住宅 写真－２２高架水槽タンクの被害例
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写真-20コンクリ トプロック塀の崩壊 写真－２３墓石の転倒状況

iii篇iE1亀Ｉ

写真－２１無補強赤煉瓦塀の崩壊 写真－２４神戸湾岸壁部分の被害例
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写真－２５神戸ポートアイランドにおける地盤沈下 写真－２８写真-27の健全な壁式ＲＣ造４階建て集合

住宅

写真－２６写真-25と同一場所での露出した柱

（ＰＨＣ杭ｄ600）

写真－２９健全な壁式RC造４階建て集合住宅

lllillillllliiiil,iｉ写真-27健全な壁式ＲＣ造４階建て集合住宅に貼ら

れた安全確認紙

写真－３０窓ガラスが２枚程度破損した

高層ビル



8８ 山川：阪神大震災と沖縄の建物

圏丘蝋

Ｆ
１

i』も.:.：..W１
１ⅡﾛｰH･ﾛｰD
ｐｐｐ■ｄｄｄｄ１

ﾛｰｰ.－Ｆ..:~h

献・(:･凉ｌ
~■

Ｐｈ：齢早昌.‘

露/;｛
〃

鍵iiiIilIl ､65F

写真－３１被害を受けなかったピロティ
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写真－３４ピロテイを有するＲＣ造学生マンション

（沖縄）
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写真－３２

写真－３５写真-34の１階柱（断面寸法が500ｍｍ

（沖縄）

鉄板で補強していたために損

傷を免れたＲＣ造煙突
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写真－３６屋上に一本柱で支えられた水槽（沖縄）

写真－３３片持ち梁を利用したＳＲＱＲＣ

造８階建てマンション（沖縄）


